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3沖縄県の概況

経 済

■観光・リゾート産業・IT関連産業・国際物流産業の集積
 科学技術の国際的な拠点形成
■米軍基地返還に伴う跡地利用などの沖縄振興策

観 光

■24年度観光収入 9,820億円（23年度比15％増）
■2025年の観光客数が過去最高の1,075万人を記録

人 口

■15歳未満の年少人口割合は、全国一位
■世帯数 過去最高を更新中

概況

東アジアの中心に位置する地理的優位性や、全国一の高い出生率など
若い世代や働き盛り世代の活気にあふれビジネス拠点として注目

画像 出典：沖縄県HP 沖縄県企業立地ガイド 沖縄県企業立地ガイド｜沖縄県公式ホームページ

https://www.pref.okinawa.jp/shigoto/keizai/1009879/1010203/1010225.html


4会社概要

*1 2025年3月末時点

*2 連結ベース。2025年3月末時点

沖縄セルラー本社ビル 那覇市松山 代表取締役社長 宮倉康彰

商 号 沖縄セルラー電話株式会社

創 業 1991年6月１日

所在地 沖縄県那覇市松山１‐２‐１

代表取締役社長 宮倉 康彰

資本金 14億14百万円

主要株主*1 KDDI株式会社 53.5%

従業員数*2 521人

発行済
株式総数*3 94,178千株

証券コード 9436

グループ会社

53.5％

77.5％ 100％ 51.0％

2025年3月時点

*3 2025年9月末時点
株式分割後の総数

（注）2025年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いました。



5沿革

「沖縄のために」の声から生まれた沖縄のための総合通信事業者の会社です

本土と沖縄の経済人が沖縄振興のために協力することを目的とした
「沖縄懇話会」が発足。京セラや第二電電（現KDDI）を創業した
稲盛氏が携帯電話会社の設立を提案し、参加企業の賛同を得る

1990年

1991年６月

KDDI（旧第二電電）をはじめ県内有力企業43社の出資により誕生
翌年10月に携帯電話サービス開始

2010年1月
OTNet（旧沖縄通信ネットワーク）を子会社化
FTTHサービスを3月提供開始/モバイルとFTTHを提供する
県内唯一の総合通信事業者となる

2019年11月
auでんきサービス開始、2025年10月に電力小売事業に参入



6経営の理念

１．事業を通して、沖縄経済の発展に
貢献すること

１．公共性の高いことに鑑みて
県民から親しみと
尊敬に値する企業になること

１．社員の物心両面での
幸福を追求すること

１．沖縄県の名実ともにトップ企業になること

社是・フィロソフィーが記載されているブック
社員一人一人に配布
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8事業概要

通信を軸に多彩なサービスを提供

主軸となる通信事業

モバイル

通信とネットの付加価値サービス おトクな料金プラン パートナーとともに
新たな体験価値

FTTH

成 長 領 域

提供沖縄県内初！

*Opensignal社の通信体感分析で3連覇達成

auでんき

ビジネス



9主軸となる通信事業 モバイル

653,200 

662,200 

668,500 

677,600 
682,900 

690,200 
694,500 
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650,000
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670,000

680,000
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23.3月期上期 23.3月期下期 24.3月期上期 24.3月期下期 25.3月期上期 25.4月期下期 26.3月期3Q期

＊ハンドセット（スマートフォンとフィーチャーフォンの合計）

モバイルシェア

NTTドコモ

40.2%

KDDI

31.4%

ソフトバンク

25.0%

楽天モバイル

3.4%

全国シェア
*1

全国の携帯電話会社別
累積回線数と累積シェア
(MVNO含む)

*1

沖縄シェア

沖縄では２人に１人が “沖縄セルラー“

契約数も順調に推移

契約

出所：電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表 
（令和7年度第2四半期（9月末））

25.3期
4Q

24.3期
４Q

24.3期
2Q

23.3期
4Q

23.3期
2Q

26.3期
3Q

総務省｜報道資料｜電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期
データの公表 （令和7年度第2四半期（9月末））

25.3期
2Q

約５割が

沖縄セルラー利用者

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000272.html


10主軸となる通信事業 FTTH

FTTH

2010年の提供開始以来

回線数は右肩上がり

10.3期 11.3期 12.3期 13.3期 14.3期 15.3期 16.3期 17.3期 18.3期 19.3期 20.3期 21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期 26.3期

約3割が

沖縄セルラー利用者

沖縄シェア

131,500回線

2025年4月にひかりちゅら、2026年1月26日に
ひかりゆいまーるが10ギガサービスを開始

3Q
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12経営方針



13業績推移

13期連続の増益を達成

営業収益

旧基準

459
468

495

521

557

595

626630
651

670 680

741
734

772
779

10.3期 13.3期 16.3期 19.3期 22.3期 25.3期

億円

843

会計基準の変更により
22.3期は減収だが
旧基準比較では増収

新基準

営業利益

92

85 84

91 91

103

112
117

124
129

139
144

152

159

170

10.3期 13.3期 16.3期 19.3期 22.3期 25.3期

旧基準 新基準

177
億円



14株主還元の状況

配当金は24期連続増配、配当性向は40％超で推移

機動的に自社株買いを実施し、資本効率化と株主還元の強化

自社株式取得額と総還元性向配当金 配当性向

21.3月期 20億円
23.3月期 40億円

24.3月期  30億円
25.3月期 50億円

合計  274億円

40.5
42

44

55

62
64

41.7% 42.3% 43.0%
44.9%

47.6% 47.9%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

20

30

40

50

60

70

21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期 26.3期(予)

配当金 配当性向

61%

80％

88％

自社株取得額 総還元性向

(予)

単位：円

24.3月期    84億円
138％

(TOBによりKDDI持株取得)

26.3月期 50億円 87.5％

（注）当社は、2022年10月1日付および2025年10月1日付で株式分割（いずれも普通株式1株につき2株）を実施しております。
 本スライドの配当金額については、これらの株式分割を考慮した数値を表示しています。



15財務指標

強固な財務基盤と高い収益性を両立

時価総額*1

3,183億円

自己資本比率

81.6%

当期純利益

124億円

総資産額

1,182億円

PBR*1

3.23倍

ROE

12.9%

営業収益

843億円

純資産額

991億円

*1 2026年3月10日の終値3,380 円で算出

2025年3月末時点

ROE

11.8%
11.4% 11.1%

12.5%
12.9%

7.2%

9.5% 9.2% 9.5%
9.2%

21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期

沖縄セルラー プライム企業



16株価推移

直近10年間の株価と出来高の推移

４倍

0
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1,000

1,500

2,000
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3,000

3,500

4,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

2016年3月 2017年3月 2018年3月 2019年3月 2020年3月 2021年3月 2022年3月 2023年3月 2024年3月 2025年3月 2026年3月

出来高 株価

2026年3月10日終値
3,380円

2016年3月1日終値
803円

（注）当社は、2022年10月1日付および2025年10月1日付で株式分割（いずれも普通株式1株につき2株）を実施しております。
 本スライドの株価については、これらの株式分割を考慮した数値を表示しています。



17新TOPIXについて

投影のみ

JPXがTOPIXの新たな改革案を公表
初回定期入替 2026年10月！

出典：2024年6月20日株式新聞掲載記事より一部抜粋

https://kabushiki.jp/news/647699

現行TOPIX

プライム市場

次期TOPIX

プライム市場

スタンダード市場
┗沖縄セルラー電話

グロース市場

■次期TOPIXルール変更内容

採用企業の絞り込みと、対象市場の拡大
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19経営方針



20OCT VISION 2030

2030年に向けて

2025～2030



21OCT VISION 2030



22OCT VISION 2030



232030年度に向けた財務目標（営業収益）

成長領域を飛躍的に伸長させ

2030年までに営業収益1,000億円を目指す



24成長領域

■収益目標

24年度 30年度

150億規模

300億規模

100億規模

22年度

前中期経営計画 新中期経営計画

auでんきとビジネス事業の拡大で成長領域売上300億円規模へ

ビジネス事業

auでんき

24年度比2.5倍
160億円規模

24年度比1.6倍
140億円規模



25成長領域

沖縄の高い成長ポテンシャル

成長機会

※出典：「GW2050 PROJECTS 推進協議会」 資料より

■（経 済 団 体）沖縄県経済団体会議
■（民 間 企 業）沖縄未来創造協議会
■（関係自治体）那覇市、浦添市、宜野湾市
■（関 係 団 体）沖縄懇話会

那覇空港拡張整備促進連盟

■ 沖縄セルラー電話㈱
■ 沖縄電力㈱
■ ㈱沖縄海邦銀行
■ ㈱沖縄銀行

■ ㈱國場組
■ ㈱琉球銀行
■ ㈱りゅうせき

■推進体制

GW2050 PROJECTS 推進協議会 企業会

■成長目標

DX推進が不可欠な市場性

労働生産性

最下位

全国平均 ： 598.7万円
沖縄県 ： 360.3万円

インターネットによる販売額

全国の1/10以下

全国平均 ： 530億円
沖縄県 ： 42億円

市町村へのクラウド導入率

44位/47都道府県

全国平均 ：  71.9％
沖縄県 ： 43.9％

2020年4月時点

出典：日本生産性本部 都道府県別にみた労働生産性水準（名目）

出典：沖縄県DX推進計画[本編] 1.4版

2021年度

2014年

出典：沖縄県DX推進計画[本編] 1.4版



26成長領域 （DX推進に関する取り組み）

通信環境の整備やDX商材の提供

医療機関のDX

スマートフォン

クラウド電話帳

セキュリティ対策

FMC※連携

琉大病院の移転・開院に伴う総合ソリューション

※「Fixed-Mobile Convergence」の略称。「固定電話と携帯電話の融合」を意味し、固定通信と移動通信を統合しシームレスな通信体験を提供する技術やサービス。

デジタルサイネージプロジェクションマッピング

民間企業のDX

琉球銀行 新本店ビルへデジタルサイネージ導入

「シースルー型LEDビジョン」の提供



27成長領域 （地域課題の解決に向けた取り組み）

沖縄の交通課題や離島の葉物野菜不足の解決に向けた取り組み

高品質な葉物野菜を低価格で持続的に供給

ICT技術を活用したコンテナ式植物工場を整備AIオンデマンド交通サービス「mobi」の導入

地域交通の利便性向上や公共交通空白地の解消

約2年間で
5市町村に導入！ 運行エリア着実に拡大



28CX向上に向けた取り組み

地元に全力！を体現するコミュニケーション強化



29地域貢献の取り組み

「2026 沖縄セルラー感謝祭」

～すべてのお客さまへ日頃の感謝をこめて～



302030年度に向けた財務目標（EPS成長）

24年度比でEPS成長＋30％超を目指す

（注）当社は、2022年10月1日付および2025年10月1日付で株式分割（いずれも普通株式1株につき2株）を実施しております。
 本スライドのEPSについては、これらの株式分割を考慮した数値を表示しています。



312030年度に向けた財務方針（キャッシュアロケーション）

成長に向けた戦略投資を成長領域、新規事業で果敢に実行

インパクトのある還元で資本効率を高め市場との信頼感を醸成



32

3増＋配当性向40％超

成長に向けた戦略投資、機動的な株主還元

新たな価値でこの島の未来を豊かにする
地元に全力! 沖縄セルラー

営業収益1,000億円(内,成長領域300億円規模)
EPS成長24年度比＋30％超

中期経営計画（サマリ）
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34株主優待について

当社またはKDDI関連サービスの
特典の中から1つ選んでいただく方式

■保有期間1年以上かつ保有株式数200株
以上の株主さまが贈呈の対象となります。

■2,000円相当(1年以上5年未満保有)
または、3,000円相当(5年以上保有)の
優待を贈呈いたします。

■25年度 株主優待の内容

株主の皆さまの日頃のご支援に感謝するとともに
当社の事業に対するご理解をより深めていただくことを目的として実施

①

次ページにて特典の詳細紹介⇒

ポイント

②

③

沖縄特産品

ローソン
成城石井

特典

（注）2026年株主優待の内容につきましては、確定次第、当社ホームページにて開示いたします。
 対象となる株主様は、2026年3月31日最終の株主名簿に記載された株主様です。

 なお、2025年10月1日を効力発生日とする株式分割（1株→2株）に伴い、株主優待の対象株数を、100株以上から200株以上に変更しております。
 （https://okinawa-cellular.jp/ir/status/ir_stock_yutai/）



35株主優待の特典

①ポイント ②沖縄特産品 ③ローソン/成城石井

お店やインターネットでのお買い物などで
ご利用いただけます。
また、「お得なポイント交換所」※のご利
用により、au PAY マーケット限定の
Pontaポイントとして1.5倍に増量する
ことができます。

沖縄セルラーアグリ＆マルシェが運営する「沖縄
ＣＬＩＰマルシェ」おける取扱商品より、厳選し
た人気商品を詰め合わせたセットです。

2024年8月よりKDDI株式会社が経
営に参画し、「未来のコンビニ」への変革
に取り組んでいるローソン、および同社
の子会社である成城石井の人気商品を
詰め合わせたセットです。

Pontaポイント

1年以上
5年未満

2,000 Pontaポイント

5年以上 3,000  Pontaポイント

au PAY マーケット・au PAYふるさ
と納税限定 Pontaポイント

最大

1.5倍

3,000 Pontaポイント

4,500  Pontaポイント

【商品の一例】
【商品の一例】



36総括

健全な財務と高い収益性 契約数も好調

✓ 自己資本比率：81.6％

✓ シェア：モバイル約5割 FTTH約3割

2030年に向けた新たな中期経営計画スタート

✓ 経営方針：3増（増収・増益・連続増配）＋ 配当性向40%超

※数値は25年3月末時点

✓ 財務目標：営業収益1,000億円（内、成長領域300億円規模）

✓ 財務方針：成長に向けた戦略投資、機動的な株主還元

✓ ROE：12.9％



沖縄セルラーのサステナビリティ経営

STOCK CODE : 9436 

●この配布資料に記載されている業績予想及び契約数予想等はいずれも、当社が現時点で入手可能な情報を基にした予想値であり、  
これらは経済環境、競争状況、新サービスの成否などの不確実な要因の影響を受けます。従って、実際の業績及び契約数は、
この配布資料に記載されている予想とは大きく異なる場合がありますことをご承知おきください。

●本資料の一切の権利は当社に属しており、方法・目的を問わず、無断で複製・転載を行わないようお願い申し上げます。

●お問合わせ先
沖縄セルラー電話株式会社 コーポレートバリュー創造部 IR・コーポレートバリュー企画グループ
ＴＥＬ：098-951-0639 E-mail：oct-ir@au-mobile.com

https://okinawa-cellular.jp/

新たな価値で
この島の未来を豊かにする
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コア領域の顧客接点の拡大 と 事業領域の拡大 を目指す

通信周辺

新事業

通信

NEXTコア

コア

事
業
領
域
拡
大

事業成長の考え方

クラウド

ソリューション

ヘルスケア

自治体DX

まちづくり

オフィス・ファシリティ

カメラソリューション

モバイル

インターネット

イントラ

固定音声

ドローン

運用・マネージド

マーケット（顧客接点）拡大

モビリティ

イーサ網・WVS2 等

光ダイレクト
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